２．災害発生時における学校の対応基準
（1） 教職員の配備体制

勤務時間中に災害が発生した場合には学校長の指示のもと配備につくが、休日・夜間等勤務時間外に発生した場合には以下の基準で配備につくものとする。
学校長は、予め防災対策応急要員（大災害等発生時に、徒歩等によって参集可能な職員）を指名する。　　　　　　　　　　　　　　　　（図Ⅰ－１）
	配備基準
	配　備　内　容
	配備を要する人員

	震度４の地震が発生したとき
（第１配備）
	校長は、必要な防災対策
委員と連絡を取り、被害
状況を調査するとともに
応急対策活動に着手する。
	・災害の状況により、校長の判断で配備につく。

	震度５弱、５強
の地震が発生したとき
（第２配備）
	事態の推移に伴い速やかに、災害対策本部に移行
できる体制を整え、必要に応じて応急対策に着手する。
	・管理職は学校参集
・防災対策委員（＊１）、災害対策応急要員（＊２）は、校長の判断で配備につく。
・状況の推移により、以下の配備体制につく。

	震度６以上の
地震が発生したとき
（第３配備）
	速やかに災害対策本部を
設置し、あらかじめ定め
た地震災害応急対策を実
施する。
	・全職員は直ちに配備につき応急対策活動を実施する。
（全職員自動参集）


＊１　防災対策委員：校長（委員長）・教頭・教務主任・防災主任・生徒指導主事（主任）・保健主事・学年主任
＊２　災害対策応急要員：徒歩等により参集が可能な職員から予め学校長が指名した者
（2） 大地震発生時の児童生徒の保護者への引き渡し基準

　　
大地震発生時には通信網が遮断され、保護者等への緊急連絡ができなくなることが予想されるため、各学校は事前に保護者に周知しておく必要がある。また、震度４以下の場合においても、地域や学校の実態に応じて学校長の判断のもと保護者に引き渡すこととする。なお、児童生徒の下校方法の判断にあたっては、近隣の小中学校等と連絡を取り合うなどして、通学区域の安全などを確認することも有効である。
震度５弱以上の地震が発生した場合には、


児童生徒を学校に留め置き、安全を確認後保護者等に引き渡すことを原則とする。
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